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連携事業参加者数

まちづくり達成状況報告書（事務事業点検シート） 課等名

その他、根拠法令
及び分野別計画

目―

後期
基本
計画

施策の大綱

施策の目標

会計名

一般会計

款

36人

令和5年7月26日に協定を締結し、令和5年度は複数の
候補事業から1事業のみではあったが実施できたことは
成果でした。しかし、対象が職員のみであったことや、
目的が不明確な内容であったため、対象を市民に拡大す
ることやきちんとアウトプットを出せるように目的を明
確化して事業を実施していく必要があります。

協定締結がゴールではなくスタートとなるように、今後
は計画的に連携事業を実施していく必要があります。対
象が職員ではなく市民同士が交流できるような事業や３
市町がお互いにメリットのある事業を協力して実施する
ようにしていかなければなりません。そのためには、担
当者同士が日頃から情報交換、情報共有を意識して連絡
を取り合う必要があり、役割も含めて調整する必要があ
ります。

コスト ■ 活動

60人

成果指標
Ｒ5年度実績値 Ｒ5年度目標値

■ 成果 □

成果指標
Ｒ5年度実績値 Ｒ9年度目標値

36人 90人

改善の余地 今後の方向性

□

業務の振り返り

⑤　最終アウトカム（成果）

指標名

連携事業参加者数

指標名

項

②　インプット（投入）

Ⅶ行財政運営の効率化

1市民満足度の高い行財政運営を進める

3連携事業

広域連携の推進

①　総合計画上の位置付けと事務事業説明

施策

施策内容

総務費

総務管理費

背景・課題

全国的に人口減少・少子高齢化が進む中、各自治
体では行政サービスの維持・向上のため、様々な
政策を実行し、自治体間競争が激しくなっていま
す。しかし、単一自治体では人員的、財政的な問
題から実行可能な政策に限界があります。効率的
な政策を実行し、行政サービスの維持向上を図
り、持続可能な自治体経営、地域住民の利便性向
上、地域の活性化を実現するために、自治体間が
相互に連携しあう「自治体間共創」が必要です。

目的・意図

旧結城郡でつながる隣接自治体で、既に自治体
間、住民間での交流が図られている下妻市、八千
代町と協定を締結し、市民交流、シティプロモー
ション、災害支援などの様々な分野で連携・協力
していきます。特に災害支援の分野においては、
水害を経験した常総市の経験や知識を基に、県内
において例の見ない、より強固で柔軟な連携・協
力体制の構築を目指すこととします。
※令和５年７月２６日に交流連携・防災協定締結

主
な
予
算
科
目

企画費

活動指標（回数・件数・日数等）
活動名 対象者

活動指標（参加者数・面積等）

3市町若手職員による研修会及び交流会 市職員

連携事業数 1回 2回

Ｒ5年度実績値 Ｒ5年度目標値

1回 1回 36人（参加者）

その他

⑥　点検

30人（参加者）

③　主なアクティビティ（活動）とアウトプット（結果）

アウトプット（結果）

Ｒ5年度実績値 Ｒ5年度目標値

事務事業名 事業下妻市、常総市、八千代町 交流連携協定

アクティビティ（活動）

企画調整経費

④　初期・中間アウトカム（成果）


